
• 回答者の4人に1人がケアラーに該当。2人以上同時にケアしているケアラーも約3割存在。ケア対象者は約2/3が70代以上。
• ケアラーは、ケアにより精神的・⾝体的不調を抱え、外出支援や家事、感情面のサポートの負荷が高い。
• 回答者の約1割がケアにより離職・失業を経験。ケアラーが求める支援は、相談できる人・場所、ケアラー自⾝が休める時間が主なもの。

県⺠

ケアラー実態調査結果 概要版

●ケアの状況
家族ケアの状況について、「している」が26.2％となっており、
回答者の4人に1人がケアラーに該当することが明らかとなった。

●ケアしている人数
ケアしている人数について、「１人」が全体の約7割を占め、
最も多くなっているが、「2人以上」ケアする方も27.8％存在。

●ケアを受けている方の年代
ケアを受けている⽅の年代について、「80代」が最も多く、
「70代以上」が全体の66.7％を占める。

n=485

１人
70.1

２人
20.4

３人
5.8

４人以上
1.6

無回答
2.1

n=659

9歳以下
7.6

10代
5.8

20代
1.7

30代
2.9

40代
1.8

50代
2.3

60代
4.4

70代
11.8

80代
32.0

90代以上
22.9

無回答
6.8

●ケアが必要な状況
「高齢等による心⾝機能の低下」が55.2％と最も高く、
次いで、「認知症」、「身体障害」の順となっている。

●ケアが必要な家族が利⽤しているサービス
「利⽤しているものはない」は32.3%。
必要なサービスにつながっていない人がいる可能性。

n=659

高齢者サロン等（地域活動支援センター等）

通所サービス

在宅・訪問サービス

宿泊サービス（ショートステイ（短期入所））

移動支援

子育て支援サービス

福祉⽤具利⽤

その他

利⽤しているものはない

わからない

37.0

20.6

15.2

2.3

5.0

3.9

12.9

5.8

32.3

1.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

(%)

１

●サービスを利⽤していない理由
「ケアを受けている方または、他の家族が望まない」が最も多く、
ケアのイメージの刷新・世間への周知の必要性が高い。

n=166

利⽤したい福祉サービスが近くにない

ケアを受けている⽅または、他の家族が望まない
他人にお願いしたくない（迷惑をかけたくない）

どんなサービスがあるかわからない

利⽤⼿続きがわからない
公的なサービスのなかには希望するサービスがない

利⽤したい事業所等が満員で利⽤できない
経済的な不安がある
生活を変えたくない

その他

38.0

12.7

15.1

6.0

6.0

0.0

0.6

12.7

12.7

30.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

(%)

n=659

中学生
その他

重症心身障害

高齢等による心身機能の低下
認知症

身体障害
知的障害
精神障害

乳児（1歳未満）
1歳〜未就学児

小学生

高次脳機能障害
発達障害

依存症（アルコールや薬物など）
難病やがんなどの病気

医療的ケアが必要な障害児・者
ひきこもり（不登校を含む）

55.2

22.0

19.9

6.1

6.2

1.7

2.7

3.6

0.3

8.8

1.7

1.4

0.6

3.3

5.3

3.0

4.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0
(%)



●ケアによる仕事への影響
「離職・失業した」が8.5％存在。
その他、「遅刻・早退・欠勤の増加」、「仕事内容の変更」、
「パフォーマンス低下」などが多い。

●離職理由
離職理由は、「業務上、仕事と介護の両⽴が難しい職場だった」、
「自分の心⾝の健康状態が悪化した」が多い。

n=41

施設へ入所できず介護の負担が増えたため

福祉や介護サービスを利⽤できず介護の負担が増えたため

家族や親族から理解・協⼒が得られなかったため

⾃身の希望として介護に専念したかったため

その他

⾃分の心身の健康状態が悪化したため

業務上、仕事と介護の両⽴が難しい職場だったため

風⼟として、仕事と介護の両⽴が難しい職場だったため

介護に利⽤できる会社の制度が無かった、知らなかったため

介護に関する会社の制度は知っていたが、活⽤できなかったため

⾃分がケアすることで介護サービスの利⽤料⾦を軽減できるため

43.9

12.2

12.2

2.4

7.3

34.1

12.2

12.2

19.5

22.0

14.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

(%)

【調査概要】 調査対象︓県⺠4,000名（無作為抽出（18歳〜80歳）） 回答数︓1,851件（回答率︓46.3％） 調査期間︓R7.1.10〜R7.2.4 調査⼿法︓郵送 及び web
※ 上記の他、調査期間中に支援機関を利⽤した者にも同内容の調査を実施（回答数︓273件） ２

n=485

仕事のパフォーマンスが下がった**

離職・失業した
転職した

遅刻、早退、欠勤が増えた
仕事の内容や働き⽅を変えた

働く時間や場所に制約が出た*

ケアの有無に関わらず就労はしていない

在宅勤務が増えた
昇進を諦めた⼜は降格した

⾃分以外の家族が仕事を辞めた
その他

特に影響はなかった
働きたいが、ケアのために就労経験がない

8.5

2.9

16.1

14.8

13.2

11.5

1.2

1.9

3.1

6.6

32.6

0.8

11.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

(%)

*（残業、出張ができなくなった等）**（業務に集中できないこと等）

n=485

ケアで時間がなく、持病等の通院ができな
い

その他

特にない

身体的不調（体⼒⾯での不安を含む）

精神的不調（介護疲れやストレス）

睡眠不⾜

休養が取れない

通院するようになった

運動不⾜

21.9

41.0

12.4

14.4

2.7

4.1

1.4

3.9

42.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

(%)

●ケアによる体調への影響
家族ケアにより、「精神的不調」を訴えるケアラーが41.0％、
「⾝体的不調」を訴えるケアラーが21.9％存在。

●負担に感じるケアの内容
ケアラーが負担に感じるケアの内容は、「通院・通学などの外出支援」
が34.6％と最も高く、次いで「家事」、「感情面のサポート」となっている。

n=485

体調管理・服薬管理

家事（掃除、洗濯、食事の⽤意や後片付け）
通院・通学や買い物の付き添い、外出支援、送迎

⾦銭管理
介護認定など各種⼿続きの支援・代⾏

入浴・排泄・着替え・屋内の移動・食事介助等の身体介護

負担になることは特にない

感情⾯のサポート、心の安定

安全のための⾒守り
夜間対応

医療的ケア
趣味や余暇、散歩の同⾏

その他

32.8

34.6

15.1

14.8

19.8

17.5

27.8

18.8

9.5

4.9

4.1

8.2

18.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

(%)

n=485

ケアをしている人同⼠の交流

その他

ケアをしている人が相談できる人や場所

ケアを一時的に代わってくれる等、⾃分が休める時間

家に来て子育てを一時的に代わってくれる（育児支援）

ケアをしながら働ける職場環境

家事支援

ケアを受けている⽅が入所できる施設

経済的な支援

子どもを一時的に預かってくれる（保育所等一時預かり事業等）

ケアをすることに対する周りの人の理解

困っているときの声かけ・励まし

経済的な支援

ケアを受けている⽅の短期入所（ショートステイ）

緊急時でも安心して預かってくれる場所

ケアを受けている⽅が身近に利⽤できるサービス

57.5

48.0

6.8

39.2

16.3

14.0

32.2

17.1

40.0

35.3

43.1

36.3

34.4

42.7

8.0

5.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

(%)
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●ケアラーが求める支援
「相談できる人や場所」が57.5％と最も高く、次いで「一時的に代
わってくれる等、自分が休める時間」、「緊急時でも安心して預かっ
てくれる場所」となっている。

n=659

１年未満
11.2

１年以上３年未満
23.4

３年以上５年未満
18.4

５年以上７年未満
12.7

７年以上１０年未満
10.9

１０年以上２０年未満
12.4

２０年以上
7.9

無回答
3.0

●ケアの期間
区分別では「1年以上3年未満」が最も多くなっている一⽅、
「10年以上」ケアを継続している方も20.3％存在。



n=145

その他

県⺠のケアラー支援に関する意識醸成（認知度の向上）

支援が必要なケアラーの早期発⾒に向けた相談窓⼝の設置

ケアラーからの相談に応じる人材の養成･確保

関係者間のネットワーク構築

介護保険や障害福祉サービスの充実

職場や学校の理解促進

60.7

51.7

60.0

51.7

43.4

56.6

3.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

(%)

ケアラー・ヤングケアラー本人からの相談 (n=69)

ケアを受けている⽅（要介護者等）からの相談 (n=69)

ケアを受けている⽅の家族からの相談 (n=69)

関係機関からの相談 (n=69)

15.9

8.7

20.3

34.8

82.6

89.9

76.8

63.8

1.4

1.4

2.9

1.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

(%)

増えている 変わらない 減っている

• 相談件数は、近年増加傾向。
• 一⽅で、半数以上の支援機関は、「課題が複雑化・複合化しており対応が難しい」といった課題に直面。
• 支援機関からは、ケアラー支援に関する認知度向上・理解促進、支援人材の育成、職場や学校の理解促進が求められている。

支援機関

●支援機関が直面するケアラー支援の課題
「課題が複雑化・複合化しており、対応が難しい」が58.6％と半数以上。
次いで、「支援ニーズの把握が困難」が多い。

●県や市町村に求めること
「県⺠のケアラー支援に関する意識醸成」、「ケアラーからの相談に応じる人材の
養成・確保」、「職場や学校の理解促進」等が多い。

３【調査概要】 調査対象︓県内500支援機関（市町村福祉、介護、障害、⾃⽴支援、こども分野等） 回答数︓145件（回答率︓29.0％） 調査期間︓R7.1.10〜R7.1.31 調査⼿法︓web

●ケアに関する相談件数の傾向
「関係機関からの相談」は３割強、「ケアを受けている⽅の家族からの相談」も約２割が「増えている」と回答。

n=145

ケアで時間がなく相談ができない

ケアラーが、ケアラーである⾃認がない（家族でケアをするのが当たり前だと思っている）

ケアラーが、ケアに関することは相談していい悩みだと思っていない

ケアラーが身近に相談できる者（窓⼝・サロン等を含む）がいない

ケアに協⼒してくれる人がいない

ケアラーが相談先を知らない

その他

課題を認識しているが、相談等をしても現状が変わらないと思っている

課題を認識しているが、他者からの関わり（必要な支援など）を望まない

経済的な⾯からサービス利⽤等に消極的である

ケアを必要とする⽅（要介護者）や他の家族が相談や支援を希望しない

ケアラーがケアから離れられる場所・時間がない（ケアを忘れてほっとできる時間・場所）

現在の課題解決につながるサービスがない

56.6

29.7

38.6

47.6

47.6

19.3

33.8

35.2

37.2

29.0

31.0

22.8

13.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

(%)

●支援機関から⾒てケアラー支援が進まない理由
「ケアラーである自認がない」が56.6％と半数以上の支援機関から指摘。
次いで、「ケアに協⼒してくれる人がいない」、「ケアラーが相談先を知らない」が多い。

n=145

対応できる制度がないどのような制度があると良いと考えますか

その他

支援を必要としている人（ケアラー）をどのように⾒つけたらよいか
わからない

支援ニーズの把握が困難である

課題が複雑化・複合化しており、対応が難しい

支援のつなぎ先がわからない

個人情報等の観点から、多機関で情報共有を⾏うのが難しい

支援につなごうとしても断られる

21.4

29.0

58.6

11.0

19.3

26.9

4.1

18.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

(%)

対応できる制度がない



令和元年度（n=44）

令和２年度（n=44）

令和３年度（n=44）

令和４年度（n=44）

令和５年度（n=44）

77.3

79.5

79.5

56.8

43.2

15.9

15.9

13.6

36.4

52.3

2.3

4.5

2.3

2.3

2.3

2.3

2.3

2.3

2.3

4.5

2.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

(%)

0人 1人〜5人 6人〜9人 10〜19人 20人以上

• 過去5年間に介護離職者がいた企業は1割程度。介護離職のあった企業割合はR4年度から増加。
• 介護休業・介護休暇などの制度導⼊や、育児・介護休業法改正への対応は半数程度にとどまる。
• 「仕事と介護の両⽴」を優先課題と認識している企業は2割程度にとどまり、企業に向けた重要性の更なる喚起が必要。

企業

●介護離職の状況
過去5年間の介護離職者がいた企業は1割程度。介護離職のあった企業割合はR4年度から増加。

●仕事と介護の両⽴の重要度
優先的に取り組むべき課題と認識している企業は
2割程度にとどまる。

n=494

いた
8.9

いない
87.9

不明
3.2

●育児・介護休業法改正への対応状況
「知らない」、「対応できていない」が半数以上。

n=494

知っていて、すでに対応が
出来ている

11.3

知っていて、おおむね対応
ができている

36.6

知っているが、ほとんど対応
が出来ていない

13.4

知らない
38.7

４【調査概要】 調査対象︓県内に事業所を有する2,300社 回答数︓494件（回答率︓21.5％） 調査期間︓R7.1.10〜R7.1.31 調査⼿法︓web

【過去5年間の介護離職者の有無】 【年度別の介護離職のあった企業割合】

●介護休業に関する考え方
「介護体制を構築する期間」と正しく認識している企業は
4割程度にとどまる。

離職した従業員の再雇⽤制度（n=494）

その他　（n=119）

勤務場所の配慮、転勤の免除（n=494）

在宅勤務（n=494）

経済的費⽤の援助（介護⼿当、介護サービス費⽤助成等）
（n=494）

失効する年次有給休暇の積⽴（n=494）

勤務の免除（n=494）

介護休業（n=494）

介護休暇（n=494）

勤務時間の柔軟化
（短時間勤務、フレックスタイム等）（n=494）

半⽇単位の有給休暇制度（n=494）

時間単位の有給休暇制度（n=494）

52.8

55.5

55.1

70.2

42.3

2.8

14.2

15.6

23.7

13.6

22.1

5.0

41.1

37.4

36.2

25.3

50.2

91.7

81.0

78.5

71.3

80.2

67.8

89.1

6.1

7.1

8.7

4.5

7.5

5.5

4.9

5.9

5.1

6.3

10.1

5.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

(%)

制度がある 制度はない 導入予定●両⽴支援制度の整備状況（正社員）
介護休業・休暇ともに制度導⼊は半数程度。

n=494

Aである
15.0

どちらかというとAである
25.9

どちらともいえない
24.5

どちらかというとBである
20.2

Bである
14.4

n=494

最優先の課題
6.5

やや優先的に取り組むべき
課題
15.8

中⻑期的に解決すべき課
題

41.3

どちらともいえない
24.1

優先度は低い
10.3

取り組む必要はない
2.0

※ 介護休業︓介護を要する家族を支える体制を構築するために、

⼀定期間利⽤することを想定した制度

（B）介護に専念するための期間 （A）仕事を続けながら介護体制を
構築する期間


